
大阪市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例（平成２５年大阪市条例第２６号）の一部を次のように改正する。

第３条第２号から第４号までの規定中「第３５条まで」を「第３４条まで、第３５条」に

改め、同条第５号中「から第３５条まで」を「、第３４条、第３５条」に改める。

第４条第２号から第４号までの規定中「第３５条まで」を「第３４条まで、第３５条」に

改め、同条第５号中「から第３５条まで」を「、第３４条、第３５条」に改める。

第６条の次に次の３条を加える。

（共生型居宅サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準）

第６条の２ 法第７２条の２第１項第１号の条例で定める基準及び条例で定める員数並

びに同項第２号の指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準は、次条及

び第６条の４に定めるもののほか、指定居宅サービス等基準第１条から第３条まで

及び次の各号に掲げる共生型居宅サービスの区分に応じ、当該各号に定める規定に

定めるところによる。

� 共生型訪問介護（指定居宅サービス等基準第３９条の２に規定する共生型訪問介

護をいう。以下同じ。） 指定居宅サービス等基準第３９条の２並びに指定居宅

サービス等基準第３９条の３において準用する指定居宅サービス等基準第４条、第

５条（第１項を除く）、第６条、第８条から第２７条まで、第２８条第１項及び第３

項、第２９条から第３８条まで並びに第３９条第１項

� 共生型通所介護（指定居宅サービス等基準第１０５条の２に規定する共生型通所

介護をいう。以下同じ。） 指定居宅サービス等基準第１０５条の２並びに指定居宅

サービス等基準第１０５条の３において準用する指定居宅サービス等基準第８条か

議 案 第８９号

大阪市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例の一部を改正する条例案
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ら第１７条まで、第１９条、第２１条、第２６条、第２７条、第３２条から第３４条まで、第３５

条から第３６条の２まで、第３８条、第５２条第１項、第９２条、第９４条、第９５条第４項、

第９６条から第１０４条の２まで及び第１０４条の３第１項

� 共生型短期入所生活介護（指定居宅サービス等基準第１４０条の１４に規定する共

生型短期入所生活介護をいう。以下同じ。） 指定居宅サービス等基準第１４０条の

１４並びに指定居宅サービス等基準第１４０条の１５において準用する指定居宅サービ

ス等基準第９条から第１３条まで、第１５条、第１６条、第１９条、第２１条、第２６条、第

３２条から第３４条まで、第３５条から第３８条まで、第５２条第１項、第１０１条、第１０３条、

第１０４条、第１２０条、第１２２条、第１２５条から第１３９条まで及び第１３９条の２第１項

（共生型居宅サービスに係る管理者の責務）

第６条の３ 共生型居宅サービスの事業を行う者（以下「共生型居宅サービス事業

者」という。）が当該事業を行う事業所の管理者は、前条に定める基準のうち、次

の各号に掲げる共生型居宅サービスの区分に応じ、当該各号に定める規定に係る部

分及び次条の規定を当該事業所の従業者に遵守させるため必要な指揮命令を行うも

のとする。

� 共生型訪問介護 指定居宅サービス等基準第３９条の３において準用する指定居

宅サービス等基準第８条から第２７条まで、第２８条第３項、第２９条から第３８条まで

及び第３９条第１項

� 共生型通所介護 指定居宅サービス等基準第１０５条の３において準用する指定

居宅サービス等基準第８条から第１７条まで、第１９条、第２１条、第２６条、第２７条、

第３２条から第３４条まで、第３５条から第３６条の２まで、第３８条、第９６条から第１０４

条の２まで及び第１０４条の３第１項

� 共生型短期入所生活介護 指定居宅サービス等基準第１４０条の１５において準用

する指定居宅サービス等基準第９条から第１３条まで、第１５条、第１６条、第１９条、

第２１条、第２６条、第３２条から第３４条まで、第３５条から第３８条まで、第１０１条、第
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１０３条、第１０４条、第１２５条から第１３９条まで及び第１３９条の２第１項

（共生型居宅サービスに係る記録の整備）

第６条の４ 共生型居宅サービス事業者は、次の各号に掲げる共生型居宅サービスの

区分に応じ、当該各号に定める利用者に対する共生型居宅サービスの提供に関する

記録を整備し、当該サービスを提供した日から５年間保存しなければならない。

� 共生型訪問介護 指定居宅サービス等基準第３９条第２項各号に掲げる記録

� 共生型通所介護 指定居宅サービス等基準第１０５条の３において読み替えて準

用する指定居宅サービス等基準第１０４条の３第２項各号に掲げる記録

� 共生型短期入所生活介護 指定居宅サービス等基準第１４０条の１５において読み

替えて準用する指定居宅サービス等基準第１３９条の２第２項各号に掲げる記録

第７条第３号中「第３８条」を「第３４条まで、第３５条から第３８条」に改め、同条第５

号中「第６４条」を「第６４条並びに指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に

関する基準等の一部を改正する省令（平成３０年厚生労働省令第４号。以下「平成３０年

改正省令」という。）附則第２条の規定によりなおその効力を有するものとされた平

成３０年改正省令第１条の規定による改正前の指定居宅サービス等基準第８４条から第８６

条まで及び第８９条第３項」に改め、同条第６号中「第３６条の２」を「第３４条まで、第

３５条から第３６条の２」に改め、同条第９号及び第１０号中「第３８条」を「第３４条まで、

第３５条から第３８条」に改め、同条第１３号中「附則第１３条」を「附則第１３条、第１４条及

び第１６条」に、「第３８条」を「第３４条まで、第３５条から第３８条」に改め、同条第１４号

中「附則第１３条」を「附則第１３条、第１５条及び第１６条」に、「第３８条」を「第３４条ま

で、第３５条から第３８条」に改め、同条第１５号及び第１６号中「第３３条」を「第３３条、第

３４条、第３５条」に改める。

第８条第３号中「及び第３０条から」を「、第３０条から第３４条まで及び第３５条から」

に改め、同条第６号中「第３６条の２」を「第３４条まで、第３５条から第３６条の２」に改

め、同条第９号、第１０号、第１３号及び第１４号中「第３８条」を「第３４条まで、第３５条か
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ら第３８条」に改め、同条第１５号及び第１６号中「第３３条」を「第３３条、第３４条、第３５

条」に改める。

附 則

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

平成３０年３月１日提出

大阪市長 吉 村 洋 文

説 明

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を改めるため、条例の一部を改

正する必要があるので、この案を提出する次第である。
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（基準該当居宅サービスに関する基準）

第３条 法第４２条第１項第２号の条例で定める基準は、次条及び第５条に定めるもののほか、次

の各号に掲げる基準該当居宅サービスの区分に応じ、当該各号に定める規定に定めるところに

よる。

� 省 略

� 基準該当訪問入浴介護（指定居宅サービス等基準第５５条第１項に規定する基準該当訪問入

浴介護をいう。以下同じ。） 指定居宅サービス等基準第５５条から第５７条まで並びに指定居

宅サービス等基準第５８条において準用する指定居宅サービス等基準第８条から第１４条まで、

第１６条から第１９条まで、第２１条、第２６条、第３０条から第３４条まで、第３５条まで、第３６条（第

５項及び第６項を除く。）、第３６条の２から第３８条まで、第４４条、第４８条（第１項を除く。）、

第４９条から第５１条まで、第５２条第１項、第５３条及び第５３条の２第１項

� 基準該当通所介護（指定居宅サービス等基準第１０６条第１項に規定する基準該当通所介護

をいう。以下同じ。） 指定居宅サービス等基準第１０６条から第１０８条まで並びに指定居宅サー

ビス等基準第１０９条において準用する指定居宅サービス等基準第８条から第１４条まで、第１６

条、第１７条、第１９条、第２１条、第２６条、第２７条、第３２条から第３４条まで、第３５条まで、第３６

条（第５項及び第６項を除く。）、第３６条の２、第３８条、第５２条第１項、第９２条、第９６条（第

１項を除く。）、第９７条から第１０４条の２まで及び第１０４条の３第１項並びに平成２７年改正省令

附則第４条第１号の規定によりなおその効力を有するものとされた平成２７年改正省令第２条

の規定による改正前の指定居宅サービス等基準第１０６条第１項第３号及び第７項並びに第１０８

条第４項

� 基準該当短期入所生活介護（指定居宅サービス等基準第１４０条の２６に規定する基準該当短

期入所生活介護をいう。以下同じ。） 指定居宅サービス等基準第１４０条の２６から第１４０条の３１

まで並びに指定居宅サービス等基準第１４０条の３２において準用する指定居宅サービス等基準

第９条から第１３条まで、第１６条、第１９条、第２１条、第２６条、第３２条から第３４条まで、第３５条

まで、第３６条（第５項及び第６項を除く。）、第３６条の２から第３８条まで、第５２条第１項、第

１０１条、第１０３条、第１０４条、第１２０条、第１２５条、第１２６条、第１２７条（第１項を除く。）、第１２８

条から第１３９条まで及び第１３９条の２第１項

（参 照） 傍線は削除�
�
�太字は改正

大阪市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

等を定める条例（抄）
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� 基準該当福祉用具貸与（指定居宅サービス等基準第２０５条の２第１項に規定する基準該当

福祉用具貸与をいう。以下同じ。） 指定居宅サービス等基準第２０５条の２並びに指定居宅

サービス等基準第２０６条において準用する指定居宅サービス等基準第８条から第１４条まで、

第１６条から第１９条まで、第２１条、第２６条、第３３条から
、第３４条、

第３５条まで、第３６条（第５項及

び第６項を除く。）、第３６条の２から第３８条まで、第５２条第１項、第１０１条第１項及び第２項、

第１９３条、第１９５条、第１９６条、第１９７条（第１項を除く。）、第１９８条から第２０４条まで及び第

２０４条の２第１項

（基準該当居宅サービスに係る管理者の責務）

第４条 基準該当居宅サービスの事業を行う者（以下「基準該当居宅サービス事業者」とい

う。）が当該事業を行う事業所の管理者は、前条に定める基準のうち、次の各号に掲げる基準

該当居宅サービスの区分に応じ、当該各号に定める規定に係る部分及び次条の規定を当該事業

所の従業者に遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。

� 省 略

� 基準該当訪問入浴介護 指定居宅サービス等基準第５８条において準用する指定居宅サービ

ス等基準第８条から第１４条まで、第１６条から第１９条まで、第２１条、第２６条、第３０条から第３４

条まで、第３５条まで、第３６条（第５項及び第６項を除く。）、第３６条の２から第３８条まで、第

４８条（第１項を除く。）、第４９条から第５１条まで、第５３条及び第５３条の２第１項

� 基準該当通所介護 指定居宅サービス等基準第１０９条において準用する指定居宅サービス

等基準第８条から第１４条まで、第１６条、第１７条、第１９条、第２１条、第２６条、第２７条、第３２条

から第３４条まで、第３５条まで、第３６条（第５項及び第６項を除く。）、第３６条の２、第３８条、

第９６条（第１項を除く。）、第９７条から第１０４条の２まで及び第１０４条の３第１項

� 基準該当短期入所生活介護 指定居宅サービス等基準第１４０条の３１並びに指定居宅サービ

ス等基準第１４０条の３２において準用する指定居宅サービス等基準第９条から第１３条まで、第

１６条、第１９条、第２１条、第２６条、第３２条から第３４条まで、第３５条まで、第３６条（第５項及び

第６項を除く。）、第３６条の２から第３８条まで、第１０１条、第１０３条、第１０４条、第１２５条、第

１２６条、第１２７条（第１項を除く。）、第１２８条から第１３９条まで及び第１３９条の２第１項

� 基準該当福祉用具貸与 指定居宅サービス等基準第２０６条において準用する指定居宅サー

ビス等基準第８条から第１４条まで、第１６条から第１９条まで、第２１条、第２６条、第３３条から
、第３４

条、
第３５条まで、第３６条（第５項及び第６項を除く。）、第３６条の２から第３８条まで、第１０１
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条第１項及び第２項、第１９７条（第１項を除く。）、第１９８条から第２０４条まで及び第２０４条の２

第１項

（法第７０条第２項第１号の条例で定める者等）

第６条 省 略

（共生型居宅サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準）

第６条の２ 法第７２条の２第１項第１号の条例で定める基準及び条例で定める員数並びに同項第

２号の指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準は、次条及び第６条の４に定める

もののほか、指定居宅サービス等基準第１条から第３条まで及び次の各号に掲げる共生型居宅

サービスの区分に応じ、当該各号に定める規定に定めるところによる。

	 共生型訪問介護（指定居宅サービス等基準第３９条の２に規定する共生型訪問介護をいう。

以下同じ。） 指定居宅サービス等基準第３９条の２並びに指定居宅サービス等基準第３９条の

３において準用する指定居宅サービス等基準第４条、第５条（第１項を除く）、第６条、第

８条から第２７条まで、第２８条第１項及び第３項、第２９条から第３８条まで並びに第３９条第１項


 共生型通所介護（指定居宅サービス等基準第１０５条の２に規定する共生型通所介護をいう。

以下同じ。） 指定居宅サービス等基準第１０５条の２並びに指定居宅サービス等基準第１０５条

の３において準用する指定居宅サービス等基準第８条から第１７条まで、第１９条、第２１条、第

２６条、第２７条、第３２条から第３４条まで、第３５条から第３６条の２まで、第３８条、第５２条第１項、

第９２条、第９４条、第９５条第４項、第９６条から第１０４条の２まで及び第１０４条の３第１項

� 共生型短期入所生活介護（指定居宅サービス等基準第１４０条の１４に規定する共生型短期入

所生活介護をいう。以下同じ。） 指定居宅サービス等基準第１４０条の１４並びに指定居宅サー

ビス等基準第１４０条の１５において準用する指定居宅サービス等基準第９条から第１３条まで、

第１５条、第１６条、第１９条、第２１条、第２６条、第３２条から第３４条まで、第３５条から第３８条まで、

第５２条第１項、第１０１条、第１０３条、第１０４条、第１２０条、第１２２条、第１２５条から第１３９条まで

及び第１３９条の２第１項

（共生型居宅サービスに係る管理者の責務）

第６条の３ 共生型居宅サービスの事業を行う者（以下「共生型居宅サービス事業者」とい

う。）が当該事業を行う事業所の管理者は、前条に定める基準のうち、次の各号に掲げる共生

型居宅サービスの区分に応じ、当該各号に定める規定に係る部分及び次条の規定を当該事業所

の従業者に遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。

	 共生型訪問介護 指定居宅サービス等基準第３９条の３において準用する指定居宅サービス

等基準第８条から第２７条まで、第２８条第３項、第２９条から第３８条まで及び第３９条第１項

７




 共生型通所介護 指定居宅サービス等基準第１０５条の３において準用する指定居宅サービ

ス等基準第８条から第１７条まで、第１９条、第２１条、第２６条、第２７条、第３２条から第３４条まで、

第３５条から第３６条の２まで、第３８条、第９６条から第１０４条の２まで及び第１０４条の３第１項

� 共生型短期入所生活介護 指定居宅サービス等基準第１４０条の１５において準用する指定居

宅サービス等基準第９条から第１３条まで、第１５条、第１６条、第１９条、第２１条、第２６条、第３２

条から第３４条まで、第３５条から第３８条まで、第１０１条、第１０３条、第１０４条、第１２５条から第

１３９条まで及び第１３９条の２第１項

（共生型居宅サービスに係る記録の整備）

第６条の４ 共生型居宅サービス事業者は、次の各号に掲げる共生型居宅サービスの区分に応じ、

当該各号に定める利用者に対する共生型居宅サービスの提供に関する記録を整備し、当該サー

ビスを提供した日から５年間保存しなければならない。

	 共生型訪問介護 指定居宅サービス等基準第３９条第２項各号に掲げる記録


 共生型通所介護 指定居宅サービス等基準第１０５条の３において読み替えて準用する指定

居宅サービス等基準第１０４条の３第２項各号に掲げる記録

� 共生型短期入所生活介護 指定居宅サービス等基準第１４０条の１５において読み替えて準用

する指定居宅サービス等基準第１３９条の２第２項各号に掲げる記録

（指定居宅サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準）

第７条 法第７４条第１項の条例で定める基準及び条例で定める員数並びに同条第２項の指定居宅

サービスの事業の設備及び運営に関する基準は、次条から第１０条までに定めるもののほか、指

定居宅サービス等基準第１条から第３条まで及び次の各号に掲げる指定居宅サービスの区分に

応じ、当該各号に定める規定に定めるところによる。

�－� 省 略

� 指定訪問看護（指定居宅サービス等基準第５９条に規定する指定訪問看護をいう。以下同

じ。） 指定居宅サービス等基準第５９条から第７３条まで及び第７３条の２第１項並びに指定居

宅サービス等基準第７４条において準用する指定居宅サービス等基準第８条、第９条、第１１条

から第１３条まで、第１５条から第１９条まで、第２１条、第２６条、第３０条から第３４条まで、第３５条

から第３８条まで及び第５２条第１項

� 省 略

� 指定居宅療養管理指導（指定居宅サービス等基準第８４条に規定する指定居宅療養管理指導

をいう。以下同じ。） 指定居宅サービス等基準第８４条から第９０条まで及び第９０条の２第１

項並びに指定居宅サービス等基準第９１条において準用する指定居宅サービス等基準第８条か
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ら第１３条まで、第１６条、第１８条、第１９条、第２１条、第２６条、第３０条から第３３条まで、第３５条

から第３８条まで、第５２条第１項及び第６４条並びに指定居宅サービス等の事業の人員、設備及

び運営に関する基準等の一部を改正する省令（平成３０年厚生労働省令第４号。以下「平成３０

年改正省令」という。）附則第２条の規定によりなおその効力を有するものとされた平成３０

年改正省令第１条の規定による改正前の指定居宅サービス等基準第８４条から第８６条まで及び

第８９条第３項

� 指定通所介護（指定居宅サービス等基準第９２条に規定する指定通所介護をいう。以下同

じ。） 指定居宅サービス等基準第９２条から第１０４条の２まで及び第１０４条の３第１項並びに

指定居宅サービス等基準第１０５条において準用する指定居宅サービス等基準第８条から第１７

条まで、第１９条、第２１条、第２６条、第２７条、第３２条から第３４条まで、第３５条から第３６条の２

まで、第３８条及び第５２条第１項並びに平成２７年改正省令附則第４条第１号の規定によりなお

その効力を有するものとされた平成２７年改正省令第２条の規定による改正前の指定居宅サー

ビス等基準第９３条第１項第３号及び第８項並びに第９５条第４項


－� 省 略

� 指定短期入所生活介護（指定居宅サービス等基準第１２０条に規定する指定短期入所生活介

護をいう。以下同じ。）（ユニット型指定短期入所生活介護の事業（指定居宅サービス等基準

第１４０条の２に規定するユニット型指定短期入所生活介護の事業をいう。以下同じ。）に係る

ものを除く。） 指定居宅サービス等基準第１２０条から第１２３条まで、第１２４条（第７項第１号

を除く。）、第１２５条から第１３９条まで及び第１３９条の２第１項並びに附則第３条（指定居宅

サービス等基準第１２４条第７項第１号に係る部分を除く。）並びに指定居宅サービス等基準第

１４０条において準用する指定居宅サービス等基準第９条から第１３条まで、第１５条、第１６条、

第１９条、第２１条、第２６条、第３２条から第３４条まで、第３５条から第３８条まで、第５２条第１項、

第１０１条、第１０３条及び第１０４条並びに指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関

する基準の一部を改正する省令（平成１５年厚生労働省令第２８号。以下「平成１５年改正省令」

という。）附則第４条

� 指定短期入所生活介護（ユニット型指定短期入所生活介護の事業に係るものに限る。）

指定居宅サービス等基準第１２１条、第１２２条、第１４０条の２、第１４０条の３、第１４０条の４（第

７項第１号を除く。）及び第１４０条の５から第１４０条の１２まで並びに指定居宅サービス等基準

第１４０条の１３において準用する指定居宅サービス等基準第１２５条、第１２６条、第１２９条、第１３２

条から第１３４条まで、第１３６条、第１３９条及び第１３９条の２第１項並びに指定居宅サービス等基

９



準第１４０条の１３において準用する指定居宅サービス等基準第１４０条において準用する指定居宅

サービス等基準第９条から第１３条まで、第１５条、第１６条、第１９条、第２１条、第２６条、第３２条

から第３４条まで、第３５条から第３８条まで、第５２条第１項、第１０３条及び第１０４条並びに平成１５

年改正省令附則第３条及び第４条

�－� 省 略

� 指定特定施設入居者生活介護（指定居宅サービス等基準第１７４条第１項に規定する指定特

定施設入居者生活介護をいう。以下同じ。）（外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介

護（指定居宅サービス等基準第１９２条の２に規定する外部サービス利用型指定特定施設入居

者生活介護をいう。以下同じ。）を除く。） 指定居宅サービス等基準第１７４条から第１７９条ま

で、第１８１条から第１９１条の２まで及び第１９１条の３第１項並びに附則第１３条、第１４条及び第

１６条並びに指定居宅サービス等基準第１９２条において準用する指定居宅サービス等基準第１１

条、第１２条、第２１条、第２６条、第３２条から第３４条まで、第３５条から第３８条まで、第５１条、第

５２条第１項、第１０３条、第１０４条及び第１３２条並びに指定居宅サービス等の事業の人員、設備

及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（平成１８年厚生労働省令第３３号。以下「平成

１８年改正省令」という。）附則第２条

� 外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護 指定居宅サービス等基準第１９２条の２

から第１９２条の１０まで及び第１９２条の１１第１項並びに附則第１３条、第１５条及び第１６条並びに指

定居宅サービス等基準第１９２条の１２において準用する指定居宅サービス等基準第１１条、第１２

条、第２１条、第２６条、第３２条から第３４条まで、第３５条から第３８条まで、第５１条、第５２条第１

項、第１０３条、第１０４条、第１７９条、第１８１条から第１８４条まで、第１８７条、第１８８条及び第１９０条

から第１９１条の２まで並びに平成１８年改正省令附則第２条及び第５条

� 指定福祉用具貸与（指定居宅サービス等基準第１９３条に規定する指定福祉用具貸与をいう。

以下同じ。） 指定居宅サービス等基準第１９３条から第２０４条まで及び第２０４条の２第１項並び

に指定居宅サービス等基準第２０５条において準用する指定居宅サービス等基準第８条から第

１９条まで、第２１条、第２６条、第３３条、第３４条、第３５条から第３８条まで、第５２条第１項並びに

第１０１条第１項及び第２項

� 指定特定福祉用具販売（指定居宅サービス等基準第２０７条に規定する指定特定福祉用具販

売をいう。以下同じ。） 指定居宅サービス等基準第２０７条から第２１４条の２まで及び第２１５条

第１項並びに指定居宅サービス等基準第２１６条において準用する指定居宅サービス等基準第

８条から第１４条まで、第１６条から第１８条まで、第２６条、第３１条、第３３条、第３４条、第３５条か
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ら第３８条まで、第５２条第１項、第１０１条第１項及び第２項、第１９８条、第２００条から第２０２条ま

で並びに第２０４条

（指定居宅サービスに係る管理者の責務）

第８条 指定居宅サービスの事業を行う者が当該事業を行う事業所の管理者は、前条に定める基

準のうち、次の各号に掲げる指定居宅サービスの区分に応じ、当該各号に定める規定に係る部

分及び次条の規定を当該事業所の従業者に遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。

�－� 省 略

� 指定訪問看護 指定居宅サービス等基準第６３条から第７３条まで及び第７３条の２第１項並び

に指定居宅サービス等基準第７４条において準用する指定居宅サービス等基準第８条、第９条、

第１１条から第１３条まで、第１５条から第１９条まで、第２１条、第２６条及び
、

第３０条から第３４条まで

及び第３５条から第３８条まで

�－� 省 略

� 指定通所介護 指定居宅サービス等基準第９６条から第１０４条の２まで及び第１０４条の３第１

項並びに指定居宅サービス等基準第１０５条において準用する指定居宅サービス等基準第８条

から第１７条まで、第１９条、第２１条、第２６条、第２７条、第３２条から第３４条まで、第３５条から第

３６条の２まで及び第３８条


－� 省 略

� 指定短期入所生活介護（ユニット型指定短期入所生活介護の事業に係るものを除く。）

指定居宅サービス等基準第１２５条から第１３９条まで及び第１３９条の２第１項並びに指定居宅

サービス等基準第１４０条において準用する指定居宅サービス等基準第９条から第１３条まで、

第１５条、第１６条、第１９条、第２１条、第２６条、第３２条から第３４条まで、第３５条から第３８条まで、

第１０１条、第１０３条及び第１０４条

� 指定短期入所生活介護（ユニット型指定短期入所生活介護の事業に係るものに限る。）

指定居宅サービス等基準第１４０条の６から第１４０条の１２まで並びに指定居宅サービス等基準第

１４０条の１３において準用する指定居宅サービス等基準第１２５条、第１２６条、第１２９条、第１３２条

から第１３４条まで、第１３６条、第１３９条及び第１３９条の２第１項並びに指定居宅サービス等基準

第１４０条の１３において準用する指定居宅サービス等基準第１４０条において準用する指定居宅

サービス等基準第９条から第１３条まで、第１５条、第１６条、第１９条、第２１条、第２６条、第３２条

から第３４条まで、第３５条から第３８条まで、第１０３条及び第１０４条

�－� 省 略
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� 指定特定施設入居者生活介護（外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護を除

く。） 指定居宅サービス等基準第１７８条、第１７９条、第１８１条から第１９１条の２まで及び第１９１

条の３第１項並びに指定居宅サービス等基準第１９２条において準用する指定居宅サービス等

基準第１１条、第１２条、第２１条、第２６条、第３２条から第３４条まで、第３５条から第３８条まで、第

５１条、第１０３条、第１０４条及び第１３２条

� 外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護 指定居宅サービス等基準第１９２条の７

から第１９２条の１０まで及び第１９２条の１１第１項並びに指定居宅サービス等基準第１９２条の１２に

おいて準用する指定居宅サービス等基準第１１条、第１２条、第２１条、第２６条、第３２条から第３４

条まで、第３５条から第３８条まで、第５１条、第１０３条、第１０４条、第１７９条、第１８１条から第１８４

条まで、第１８７条、第１８８条及び第１９０条から第１９１条の２まで

� 指定福祉用具貸与 指定居宅サービス等基準第１９７条から第２０４条まで及び第２０４条の２第

１項並びに指定居宅サービス等基準第２０５条において準用する指定居宅サービス等基準第８

条から第１９条まで、第２１条、第２６条、第３３条、第３４条、第３５条から第３８条まで並びに第１０１

条第１項及び第２項

� 指定特定福祉用具販売 指定居宅サービス等基準第２１１条から第２１４条の２まで及び第２１５

条第１項並びに指定居宅サービス等基準第２１６条において準用する指定居宅サービス等基準

第８条から第１４条まで、第１６条から第１８条まで、第２６条、第３１条、第３３条、第３４条、第３５条

から第３８条まで、第１０１条第１項及び第２項、第１９８条、第２００条から第２０２条まで並びに第

２０４条
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